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H24年度の活動計画（実証実験計画）（案）

H24.3.14 第5回
防災WG
資料-3

防災WG
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１．来年度の活動について（案）

H２０年度

H２１ 年度

H２２年度

H２３年度

基本的な枠組の検討
 ワーキンググループの立ち上げ（産学官から広く構成員を募集）
 今後の進め方について検討
 参考となる海外の取組事例について調査

データ等規格（素案）の作成・ポータルサイトの仕様検討
 規格化ガイド文書（素案）の作成（データ仕様・メタデータ仕様）
 一部災害リスク情報等※のメタデータ及びデータの規格素案の作成

※地震・土砂災害・水害・公共交通被害を想定

 データ流通のための基本構成・機能仕様を検討
 用語辞書の整備環境、一部用語辞書の整備

試験運用・データ等規格素案の検証・改訂
 ガイド文書・規格（素案）の検証・修正（H21年度に作成した素案について実施）
 規格化の対象範囲の拡大・規格（素案）作成
 データ流通のためのシステムのプロトタイプ構築・試行運用
 運用ルールの検討（ex.データの登録ルール）

 用語辞書の作成（継続的に実施）

対象範囲の拡大
 規格（素案）の修正（継続して意見募集）、規格化の対象範囲の拡大・規格（素案）作成
 流通させる対象データの範囲拡大・機能仕様見直し（試験運用の結果を踏まえて実施）
 品質評価方法の確立（運用ルールの検討を踏まえて実施 ）

H２4年度 実証実験の実施
 社会還元加速プロジェクトタスクフォースと連係して、実証実験

災害リスク情報見える化のロードマップ

平成24年度に、今後の実運用に向けて、これまでの活動成果等を検証するための実証実験
を行う
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２．実証実験で検証する事項（案）

 ハザードマップ情報等を二次利用可能な形態で提供することで高度化できる内容を確認
 標準化したデータ（防災WGのデータ製品仕様書に準じたデータ等）での提供による効果

 WMS等の相互運用可能なプロトコルでの配信による効果

 行政内部での利活用、民間等の事業者が活用、事業者等のサービスを通じて一般市民
の活用 等々の利用場面を想定

災害前（備え）： ハザードマップ等の情報をより活用することでどんなことができるか・・・

 民間等が保有する情報・技術をより活用し、行政の災害対応を支援
 民間等が収集・分析した情報を発災直後から行政が活用することによる効率化・高度化

（例えば、民間が収集した通行実績マップやソーシャルメディア情報等の行政による活用）

 民間技術を活用した情報集約（地図化）等によって行政の災害対応・判断に寄与
（例えば、避難所情報や被害情報を効果的に集約・共有）

 行政等が保有する情報を活用できる形態で提供することで民間等の災害支援に活用
 行政や各種機関が保有・提供する情報・サービスの所在を明確化することによる効率化

（例えば、防災WGのデータ流通基盤にて情報・サービスの所在情報を提供）

 行政等が提供するデータの様式・形式を見直すことによる民間活用の高度化の可能性
（例えば、避難所情報等が位置情報等利活用に必要な情報が付与された様式で提供）

災害後：行政・民間・一般市民が有する情報・技術をより活用することでどんなことができるか・・・

防災WGの活動や東日本大震災等の教訓を元に“災害リスク情報等”の活用の観点から以下を検証
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３．実証実験の方法（想定）

実験シナリオに基づき以下の参加者を想定

 行政機関 （主に自治体関係者を想定）

 民間企業・研究機関の関係者

 ボランティア等

実験参加者（想定）

 災害前の備え～災害後までのシナリオを元にそれぞれの立場による情報活用を実施
 行政機関 ：民間等からの情報・技術の活用

 民間企業等 ：行政等からの情報の活用

 ボランティア等：行政、民間等からの情報・技術の活用

 シナリオは参加機関の提案等（どんなことができるか）を求めながら作成

 自治体等の協力を得て具体的なフィールドで実施することを想定

実験方法案

 意見交換会等を通じて、実現性（前提条件）、効果、課題（改善事項）を把握

■ 評価
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４．実証実験イメージ 1 （災害前（備え）の検証イメージ）

行政（自治体等）

（ニーズの高い情報）

ハザードマップや

航空写真等のアーカイブデータ 等

【提供形態は・・・】

・データ製品仕様書に準拠したデータ提供

・WMS等による配信 等

【所在情報は・・・】

・データ流通基盤で所在情報（メタ情報）を提供

■二次利用可能な
形態で提供 データ活用

＜利活用例＞
ハザードマップと住民基本台帳／建
物データとの分析による詳細な被害
想定（年齢構成別等）

民間企業・研究機関等

内部での活用

一般市民

サービス等への応用＜利活用イメージ＞
BCP等企業内部での活用
市民等に対するサービス提供

■所在情報の明示

＜利活用イメージ＞

災害時の帰宅ルート等の支援
サービスの利用

検証事項：二次利用可能なデータが流通することで新たにできる備えは？

そのためにはどんな対応が必要？

利用できる形態
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４．実証実験イメージ 1 （災害後の検証イメージ）

行政（自治体等）

検証事項：民間等が保有する情報・技術を行政でどのように活用？

行政の情報を民間やボランティア等でどのように活用？

民間企業・研究機関等

■民間等で収集・分析した情報を提供

■各種情報・サービスの所
在情報の明示

民間側での活用

■情報集約等の支援

例えば、

通行実績マップやソーシャルメディア情報等

ボランティア・一般市民

■サービス提供

■被災情報や避難所情報を
利用し易い形態で提供＜利活用例＞

・ 民間等の情報の災害対応における活
用（通行実績マップ等の活用）

・ 行政側で手が回らない部分について

民間の技術等を活用（避難所情報の
集約等）

＜利活用例＞
・ 避難所情報等が集約化されることで支援の

高度化（炊き出し等の効率化）

＜利活用例＞
・ 被害分析や民間が収集した情報を

早期に行政等に提供
・行政側のサポート（情報整理等）

東日本大震災で課題となった
ことを改善することで

新たにどんなことができるか
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５．実証実験の実施に向けて

実証実験の実施体制

検証事項・手法・期間

実験フィールドの選定

実証実験シナリオの具体化

実証実験参加機関等（民間企業・研究機関関係者、ボランティア等）との検証事

項・手法等の調整

他システム等の実証実験との連携

評価手法・体制 etc.

（１）検討すべき事項

（２）想定スケジュール（案）

実証実験の実施に向けた各種調整等 ・・・【平成24年4月～】

実証実験1 （災害前（備え）の検証） ・・・【平成24年中～下旬頃】

実証実験２ （発災以降の検証）

実証実験の評価・検証 ・・・【実証実験後～平成24年度末】

防災WGの取組への反映等の作業 ・・・【実証実験後～平成24年度末】


